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鳥取県教育委員会における女性教職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 

 

平成２８年３月１９日  

鳥 取 県 教 育 委 員 会  

 

１ 目的 

本計画は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「法」

という。）第１５条第１項に基づき、女性の職業生活における活躍に関する状況を把握・分析し、教職員

一人ひとりが男女の区別なく、仕事と家庭生活との調和を図りながら、個性と能力を十分に発揮して職

業生活において活躍するために必要な取組に関する行動計画を定め、もって女性教職員の活躍の推進に

資することを目的とする。 

 

 

２ 計画期間 

 本計画の期間は、平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間とする。 

 

 

３ 計画の対象者 

 鳥取県教育委員会事務部局及び県立学校に勤務する教職員並びに市町村（学校組合）立学校等に勤務

する県費負担教職員とする。 

 

 

４ 計画の推進 

 本県教育委員会では、継続的に女性教職員の活躍を推進するため、県教育委員会の各所属長等が集ま

る機会（課長会議、各校長会など）や市町村（学校組合）教育委員会との協議の場（県市町村教育行政

連絡協議会等）を捉えて、本計画の周知や計画推進のための意見交換を積極的に行うこととする。 

 

  

５ 現状把握 

 県教育委員会において、女性教職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情

について分析を行った結果は以下のとおり。なお、現状把握に当たっては、教育職員、行政職員に分け

て分析を行った。 

○教育職員･･･学校に勤務する教育職給料表が適用される職員（教諭、養護教諭、栄養教諭、実習職員、寄宿舎指導員など） 

○行政職員･･･教育職員以外の職員（事務職員、学校栄養職員、司書、学芸員、文化財主事など） 

 

（１）採用した職員に占める女性教職員の割合           （( )内単位：人：以下、同じ） 

 
 ⇒ 特に小学校、特別支援学校で女性割合が高いですが、他校種等でも５割程度の採用状況です。 

  

行政職員 55.6% ( 5 / 9 ） 31.8% ( 7 / 22 ） 57.1% ( 16 / 28 ）
教育職員（小学校） 63.2% ( 60 / 95 ） 62.1% ( 54 / 87 ） 65.2% ( 58 / 89 ）
教育職員（中学校） 34.0% ( 17 / 50 ） 46.9% ( 23 / 49 ） 47.2% ( 25 / 53 ）
教育職員（高等学校） 50.0% ( 3 / 6 ） 50.0% ( 3 / 6 ） 44.4% ( 4 / 9 ）
教育職員（特別支援学校） 69.2% ( 18 / 26 ） 85.0% ( 17 / 20 ） 62.5% ( 10 / 16 ）
教育職員（全校種） 55.4% ( 98 / 177 ） 59.9% ( 97 / 162 ） 58.1% ( 97 / 167 ）
全職員 55.4% ( 103 / 186 ） 56.5% ( 104 / 184 ） 57.9% ( 113 / 195 ）

Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度
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（２）教職員に占める女性の割合 

 
 ⇒ 特に中学校、高等学校で女性割合が低いですが、全職員では５割程度の状況です。 

 

（３）各役職段階に占める女性職員の割合 

＜行政職員※＞※県教委事務部局に勤務する教育職員（課長補佐級、係長級）は除く 

 
＜教育職員＞ 

 

 
 ⇒ 小学校及び特別支援学校の教育職員で女性職員の占める割合が比較的大きい状況です。 

 

（４）管理的地位に占める女性教職員の割合  

※管理的地位･･･行政職員の場合は係長級以上（ただし、県教委事務部局に勤務する教育職員（課長補佐級、係長級）は除く）、教育職員の場合は教頭以上 

 

 ⇒管理的地位のうち、行政職員及び特別支援学校教育職員は、継続的に女性職員の割合が３割を超え

ている状況です。 

  

行政職員 57.5% （ 327 ／ 569 ） 55.6% （ 323 ／ 581 ） 55.5% （ 324 ／ 584 ）

教育職員（小学校） 56.2% （ 1,177 ／ 2,094 ） 56.1% （ 1,163 ／ 2,074 ） 56.1% （ 1,152 ／ 2,052 ）

教育職員（中学校） 35.6% （ 411 ／ 1,156 ） 36.0% （ 416 ／ 1,155 ） 35.5% （ 412 ／ 1,159 ）

教育職員（高等学校） 27.4% （ 287 ／ 1,049 ） 29.7% （ 334 ／ 1,125 ） 28.7% （ 290 ／ 1,010 ）
教育職員（特別支援学校） 64.5% （ 318 ／ 493 ） 65.6% （ 338 ／ 515 ） 64.9% （ 326 ／ 502 ）

教育職員（全校種） 45.8% （ 2,193 ／ 4,792 ） 46.2% （ 2,251 ／ 4,869 ） 46.2% （ 2,180 ／ 4,723 ）

全職員 47.0% （ 2,520 ／ 5,361 ） 47.2% （ 2,574 ／ 5,450 ） 47.2% （ 2,504 ／ 5,307 ）

平成２７年度平成２６年度平成２５年度

H27.4.1現在 部長級 次長級 課長級 課長補佐級 係長級 一般職 合計
女性職員 0人 1人 12人 71人 83人 131人 298人
総数 1人 8人 47人 119人 141人 240人 556人
女性割合 0.0% 12.5% 25.5% 59.7% 58.9% 54.6% 53.6%

課長級以上：23.2％（13/56人） （参考）H26.4月 23.2％；H25.4月 22.8％

係長級以上：52.8％(167/316人) （参考）H26.4月 53.5％：H25.4月 55.2％

小学校長 22.0% ( 29 / 132 ） 24.0% ( 31 / 129 ） 24.0% ( 31 / 129 ）
中学校長 8.5% ( 5 / 59 ） 6.8% ( 4 / 59 ） 7.0% ( 4 / 57 ）
高等学校長 4.2% ( 1 / 24 ） 4.2% ( 1 / 24 ） 8.3% ( 2 / 24 ）
特別支援学校長 11.1% ( 1 / 9 ） 22.2% ( 2 / 9 ） 11.1% ( 1 / 9 ）
校長合計（全校種） 16.1% ( 36 / 224 ） 17.2% ( 38 / 221 ） 17.4% ( 38 / 219 ）

Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

小学校副校長及び教頭 35.1% ( 47 / 134 ） 32.1% ( 42 / 131 ） 28.2% ( 37 / 131 ）
中学校副校長及び教頭 10.6% ( 7 / 66 ） 11.9% ( 8 / 67 ） 14.1% ( 9 / 64 ）
高等学校副校長及び教頭 3.9% ( 2 / 51 ） 9.8% ( 5 / 51 ） 9.8% ( 5 / 51 ）
特別支援学校副校長及び教頭 53.3% ( 8 / 15 ） 60.0% ( 9 / 15 ） 60.0% ( 9 / 15 ）
副校長及び教頭合計（全校種） 24.1% ( 64 / 266 ） 24.2% ( 64 / 264 ） 23.0% ( 60 / 261 ）

Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

行政職員 55.2% ( 171 / 310 ） 53.5% ( 169 / 316 ） 52.8% ( 167 / 316 ）
教育職員（小学校） 28.7% ( 77 / 268 ） 28.2% ( 74 / 262 ） 26.0% ( 68 / 262 ）
教育職員（中学校） 9.3% ( 12 / 129 ） 9.2% ( 12 / 130 ） 10.4% ( 13 / 125 ）
教育職員（高等学校） 3.6% ( 3 / 84 ） 8.3% ( 7 / 84 ） 8.3% ( 7 / 84 ）
教育職員（特別支援学校） 37.0% ( 10 / 27 ） 44.4% ( 12 / 27 ） 44.4% ( 12 / 27 ）
教育職員（全校種） 20.1% ( 102 / 508 ） 20.9% ( 105 / 503 ） 20.1% ( 100 / 498 ）
全職員 33.4% ( 273 / 818 ） 33.5% ( 274 / 819 ） 32.8% ( 267 / 814 ）

Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度
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（５）継続勤務年数の男女の差異（退職者の継続勤務年数より算出） 

 

⇒勤続勤務年数において、男女の差異は大きくありません。 

 

（６）職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間（行政職員のみ※：H26 年度実績） 

※県教委事務局に勤務する充指導主事は除く 

 

⇒年度末と年度初めに超過勤務が偏っている状況です。 

 

（７）年間３６０時間以上の時間外勤務を行った職員数及び割合（行政職員のみ※：H26 年度） 

                                         ※県教委事務局に勤務する充指導主事は除く 

区分 職員数 割合 

男性職員 39 名／199 名 19.6％ 

女性職員 10 名／340 名 2.9％ 

計 49 名／539 名 9.1％ 

 ⇒49名のうち 41名（約 8割）が県教育委員会事務部局の教職員で、さらに、そのうち 25名が男性です。 

 

（８）教職員の年次有給休暇と夏季休暇（最大５日）の取得状況（H26 年分（暦年）） 

 

 ⇒県立学校の教育職員はある程度取得できていますが、行政職員及び小中学校の教育職員では、取得が

進んでいません。 

 

区　　分 性別
行政職員 男性 28.2年 （ 9人 ） 23.8年 （ 5人 ） 26.0年 （ 6人 ）
　 女性 29.1年 （ 8人 ） 31.5年 （ 8人 ） 35.5年 （ 14人 ）
教育職員（小学校） 男性 33.8年 （ 39人 ） 32.7年 （ 46人 ） 33.3年 （ 50人 ）

女性 31.5年 （ 67人 ） 31.7年 （ 67人 ） 30.9年 （ 62人 ）
教育職員（中学校） 男性 33.0年 （ 23人 ） 32.5年 （ 24人 ） 33.8年 （ 18人 ）

女性 28.0年 （ 9人 ） 33.1年 （ 16人 ） 26.9年 （ 18人 ）
教育職員（高等学校） 男性 32.4年 （ 14人 ） 32.4年 （ 21人 ） 34.1年 （ 21人 ）

女性 33.6年 （ 5人 ） 30.9年 （ 7人 ） 32.0年 （ 6人 ）
教育職員（特別支援学校） 男性 25.2年 （ 6人 ） 34.7年 （ 3人 ） 31.9年 （ 7人 ）

女性 24.2年 （ 9人 ） 28.2年 （ 9人 ） 30.2年 （ 11人 ）
教育職員（全校種） 男性 31.5年 （ 82人 ） 30.4年 （ 94人 ） 32.8年 （ 96人 ）

女性 30.6年 （ 90人 ） 31.6年 （ 99人 ） 30.1年 （ 97人 ）
全職員 男性 31.2年 （ 91人 ） 30.0年 （ 99人 ） 32.4年 （ 102人 ）

女性 30.4年 （ 98人 ） 31.6年 （ 107人 ） 30.8年 （ 111人 ）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

行政職員 13.7h 11.8h 9.0h 7.6h 4.9h 8.2h 9.8h 8.6h 6.8h 7.9h 9.3h 12.3h 9.2h

一人当たりの

年次有給休暇
平均取得日数

一人当たりの

夏季休暇
平均取得日数※

一人当たりの

年次有給休暇等
平均取得日数※

行政職員 9.4日 4.5日 13.9日
教育職員（小学校） 8.0日 ― －
教育職員（中学校） 7.3日 ― －
教育職員（高等学校） 12.5日 4.8日 17.3日
教育職員（特別支援学校） 13.4日 5.0日 18.4日
教育職員（全校種） 9.4日 4.9日 14.3日
全職員 9.4日 4.8日 14.2日
※夏季休暇平均取得日数は、小中学校教職員を除く（H27年分から状況把握予定）
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（９）平成２６年度における男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 

（ア）育児休業取得率 

  ※男性･･･子どもの出生等の事実を把握することができた者。女性･･･産後休暇中の者は除く。 

 
 ⇒ 女性の育児休業取得率と比較して、男性の育児休業取得率は極めて低い状況です。 

 

（イ）育児休業平均取得日数  ※上記（ア）で育児休業を取得した者の平均取得日数 

 

 ⇒女性の平均育児休業取得日数は１年半以上ですが、男性は半年程度に留まっています。 

 

（10）平成２６年度における男性教職員の配偶者出産休暇（最大３日）及び育児参加休暇（最大５日）

の取得率並びに平均取得日数 ※取得率は、配偶者出産休暇又は育児参加休暇のいずれかでも取得した者の割合                            

 
⇒ 育児参加休暇の平均取得日数が極端に短い状況です。 

 

 

  

行政職員 22.2% ( 2 / 9 ) 100.0% ( 10 / 10 )
教育職員（小学校） 2.5% ( 1 / 40 ) 100.0% ( 46 / 46 )
教育職員（中学校） 0.0% ( 0 / 36 ) 100.0% ( 22 / 22 )
教育職員（高等学校） 4.2% ( 1 / 24 ) 100.0% ( 12 / 12 )
教育職員（特別支援学校） 7.1% ( 1 / 14 ) 100.0% ( 12 / 12 )
教育職員（全校種） 2.6% ( 3 / 114 ) 100.0% ( 92 / 92 )
全職員 4.1% ( 5 / 123 ) 100.0% ( 102 / 102 )

男性 女性

男性 女性
行政職員 124.5日 628.6日
教育職員（小学校） 365.0日 598.3日
教育職員（中学校） ― 630.9日
教育職員（高等学校） 33.0日 628.3日
教育職員（特別支援学校） 365.0日 543.4日
教育職員（全校種） 254.3日 602.8日
全職員 202.4日 605.4日

配偶者出産休暇 育児参加休暇

行政職員 44.4% （ 4 / 9 ） 2.5日 1.8日
教育職員（小学校） 75.0% （ 30 / 40 ） 1.4日 0.1日
教育職員（中学校） 86.1% （ 31 / 36 ） 1.8日 0.1日
教育職員（高等学校） 87.5% （ 21 / 24 ） 2.1日 0.6日
教育職員（特別支援学校） 92.9% （ 13 / 14 ） 2.1日 1.3日
教育職員（全校種） 83.3% （ 95 / 114 ） 1.8日 0.4日
全職員 80.5% （ 99 / 123 ） 1.8日 0.4日

取得率
平均取得日数



5 
 

６ 達成しようとする目標と取組内容 

（１）計画期間終期までに達成しようとする目標 

項目 目標内容 直近の実績 

採用する教職員に占める女性教職員の割合 ５０％以上 ５８．２％（H27 年度） 

管理的地位に占める女性教職員の割合  ３３％以上 ３２．８％（H27 年度） 

年間３６０時間以上の時間外勤務を行う教

職員の割合（行政職員のみ） 

１０％以下 ９．１％（H26 年度） 

年次有給休暇等の平均取得日数 

（夏季休暇を含む） 

１７日以上 １４．２日(H26 年：暦年) 

※小中学校教職員は除く 

男性教職員の育児休業取得割合 １５％以上 ４．１％（H26 年度） 

男性教職員の配偶者出産休暇又は育児参加

休暇取得率 

１００％ ８０．５％（H26 年度） 

 

 

（２）目標を達成するための具体的取組内容 

①女性教職員の活躍推進 

ア 採用する職員に占める女性教職員の割合の向上 

○女性教職員が活躍する様子を職員採用総合案内（パンフレット）等に掲載（行政職員） 

○女性活躍推進に向けた取組、働きやすい職場環境や各種制度等を積極的にＰＲ 

 ・県職員、教職員を目指す方のための仕事説明会（行政職員、教育職員） 

 ・県内外からのインターンシップ受入れ（行政職員） 

 ・大学が実施する公務員ゼミへの出前説明会（行政職員） 

 

イ 管理的地位に占める女性教職員の割合の向上 

○職員の意欲、意向等を踏まえた上で、多様かつバランスの取れた能力開発を進めることで、女性

教職員を積極的に登用 

○教職員が安心して出産や子育てに専念できるよう代替職員の確保や休業中の職場との相談連絡体

制の整備、職場復帰への支援体制の充実を図る 

○出産や育児などライフステージの変化が生じる女性教職員が意欲を持って職務に従事できるよう、

知事部局等の実施する研修等を活用し、仕事と家庭のバランスを図る 

○研修会等を利用して女性管理職からのメッセージを伝える機会を設ける。 

 

【参考】平成２７年度末人事異動取扱要領より一部抜粋 

○管理職の人事について 

  ・人物、識見、管理経営能力、指導力及び健康等を考慮し、全県的視野から有能な人材

を任用するとともに、若手及び女性の登用に努める。 

 ・広く全県的視野から適材を適所に配置する。 

 

②男性教職員の家庭参加の促進 

ア 男性教職員の育児休業取得率の向上 

 ○身上申告書等による本人の申告等により、配偶者の妊娠・出産予定情報を把握 

 ○該当教職員及び所属長に対して個別に育児休業等の支援制度、休業等の取得モデルなどの情報提供 

 ○該当教職員が計画的に取得できるよう所属長と該当職員が相談しながら個別プランニングシート

を作成する方式の活用（新規） 

 

イ 男性教職員の配偶者出産休暇、育児参加休暇の１００％取得 

○配偶者が出産等をした際には、全ての男性教職員が原則として取得するとともに、年次有給休暇の

活用も含めた長期の休暇取得となるよう、該当職員や所属長へ呼びかけ 
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③教職員の働き方の改革・職場環境の更なる改善 

 ア 時間外勤務の縮減 

○基本的な縮減の取組徹底や深夜残業の原則禁止等による時間外勤務縮減の一層の取組 

○学校カイゼン活動（学校における業務改善活動）を進める職場づくり 

 

イ 年次有給休暇等の取得率向上 

 ○普段からコミュニケーションの活性化や業務に関する情報、簿冊、進捗状況等の共有を図る等、

年次有給休暇を取得しやすい職場環境づくり 

 ○ゴールデンウィークや夏季などのまとまった休暇を取りやすい時季に合わせ、職場ごとに休暇取

得計画表を作成し、計画的な取得を促進 

 ○特別休暇（男性の配偶者出産休暇（最大３日）及び育児参加休暇（最大５日）、子の看護休暇など）

の制度周知とその取得の促進 

 

ウ 勤務時間の弾力化等各種制度の見直し 

○教職員が柔軟に働き方を選択できることにより、仕事と家庭生活等との両立を図るなど、ワーク

ライフバランスを推進するための制度見直しを実施 

・高齢者部分休業制度の導入 

・子育て部分休暇制度の導入 

・フレックスタイム制度の導入（事務部局） 

 

エ イクボスによる組織全体のワークライフバランスの推進（事務部局及び県立学校でイクボス宣言

した所属） 

○管理職の教職員を対象としたイクボス研修の実施 

○イクボスチェックリスト等の作成（新規） 

○イクボス度の人事評価への反映 

○両立支援制度の充実や育児休業等取得者の代替措置の充実など 


